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2025年6月 11日、参議院本会議において日本学

術会議法人化法が可決・成立した。 

改めてこの法律の背景、問題点、そして今後につい

て整理しておきたい。 

 

本問題の発端は 2020年、菅内閣による日本学術

会議が推薦した会員の任命拒否にある。 

この対応には法的根拠がなく、政府から合理的な

説明も未だ示されていない。 

任命拒否された 6 名の学者は、日頃から政府に

対して批判的な姿勢を示していた人物であり、こ

の措置は、学者への圧力と見せしめ的効果を狙っ

たものとみることができる。 

この任命拒否問題は未解決のままであり、法人

化法を審議する前提がそもそも存在しなかったこ

とを改めて確認する必要がある。 

にもかかわらず、この問題が学術会議「改革」へと

転化され、今回の法案が提出されたのである。 

 

背景には、防衛装備庁が 2015 年に設けた「安全

保障技術研究推進制度」に対して、日本学術会議が

2017 年に軍事的安全保障研究に関する声明を発

出したことがあると考えられる。 

この声明では、安全保障技術研究推進制度に懸念

を表明し、各大学・研究機関が軍事研究と見なされ

得る内容に関して、その妥当性を審査する制度を

設けるよう提言している。 

この声明以降、制度への応募大学数は激減した。 

つまり学術会議は、第二次安倍政権が推し進める

日本の安全保障政策の大転換にとって障害となっ

たのである。 

軍事研究の問題が、この法律の背後にあること

は否定できない。 

事実、衆議院審議において日本維新の会の議員

が「かたくなな軍学共同反対のスローガンは改め

ろ」と発言し、自民党議員の拍手を受けたと報道さ

れている。 

戦後一貫して軍事研究に慎重だった学術会議の

姿勢を変えさせ、軍事研究を推進することで軍事

による収益化を図ろうという経済界の思惑が透け

て見える。 

日本の軍事研究への要求の高まりの背景には、

経済停滞に苦しむ産業界が新たな成長戦略として

軍事産業に注目していることに加え、同盟国を巻き

込んで兵器供給体制を強化したいという米国政府

の後押しがある。 

軍産複合体が社会に根付くには、学術の力が不

可欠であり、この法律は日本におけるその形成を

促進する可能性が高い。 

 

日本学術会議の重要な役割は、独立した立場か

ら、政府・社会に対して科学者の知見に基づき提言

を行うことである。 

しかし、学術会議が懸念を示すように、この法律

はその独立性を著しく脅かしている。 

首相の監督下に置かれることで、業務監査や評

価委員会による評価、外部者による会員候補の選

定など、外部介入の余地が拡大される。 

さらに、国庫負担を廃止し財政基盤の弱体化を狙う

点も見逃せない。 

このような環境では、学術会議が政府や産業界

の意向に迎合する可能性が生まれ、科学者の代表

機関としての本来の役割を果たせなくなる。 

 

学術会議は、学問の自由を下から支える組織で

ある。今回の法案可決は、学問の自由に対する大き

な打撃となる。 

周知のとおり、日本国憲法に学問の自由が明記

されているのは、かつて学問の自由が侵害され、

それが社会全体の自由の制限につながり、やがて

戦争へと進んだという歴史的経緯から得られた教

訓によるものである。 

戦争に学術が協力させられた反省に立って設立

されたのが日本学術会議であり、今回の法律制定

は、安倍元首相が唱えた「戦後レジームからの脱

却」という大きな政治的流れの一環であると捉え

るべきだろう。 

憲法の価値が次々と侵食され、残るは本丸のみ

という状況と言っても過言ではない。 

 

任命拒否事件の際と比較して、大学人や一般市

民の反応が鈍いと指摘されていたが、背景には、

マスコミによる報道の不十分さがあると考えられ

る。 

実際、報道の多くは、学術会議の独立性を担保す

るための法案という、実態と正反対の内容だった。 



とはいえ、限られた時間の中で、多くの学会や弁護

士会が声明を発し、全国各地で大学人と市民の共

同行動が広がった。 

法案成立翌日の 6 月 12 日には、防衛省が「防衛

科学技術委員会（DSTB）」の設置を発表し、先端軍

事技術に関する助言を行う恒常的会議体を立ち上

げた。 

今後も、新たな学術会議がどのようなものにな

るのか、社会全体で注視していく必要がある。 

また、今回街頭で広く見られたような大学人と市

民の連帯を、今後も多様な形で広げていくことが

求められる。 

最後に、私たちの取り組みは、日本国憲法制定以

来受け継がれてきた憲法的価値を保持し、未来へ

と繋げていくための人類史的な営みの一環である

ことを改めて強調し、筆を擱くこととする。 
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三菱重工業株主総会の日に三菱の徴用工問題とミサイル開発などを糾弾する 

 

杉下芳松（名古屋三菱・朝鮮女性勤労挺身隊訴訟を支援する会） 

小牧市にある三菱重工小牧北工場では、安保 3 文書に基づく敵基地攻撃能力である長射程ミサイルの製造が

進む。F35の組み立て・整備やイギリス・イタリアとの共同開発で海外輸出もする次期戦闘機の開発をしている三

菱重工小牧南工場は米軍機の整備点検で飛来も多い。航空自衛隊小牧基地（県営名古屋空港の滑走路を使用）

は、C130輸送機やKC767空中給油機が配備されており、司令部の地下化が進められている。すでに長射程ミ

サイルは今年度中に熊本・大分に配備されるという報道もある。この地域は、南西諸島の住民の避難先に指定さ

れている。戦争にでもなれば。兵器工場や基地が攻撃対象になることは明らかである。 

「台湾有事」を煽り、脅威を作り軍備の強化が進む。しかし、日米両政府も台湾は中国の領土と認めており中国

から見れば内政干渉と映る。衝突を避ける外交努力を続けるしかない。日本は、1972 年の日中共同声明、

1978年の日中友好条約など 4つの合意文章の確認が必要だ。 

三菱重工は2024年度決算で、「防衛宇宙産業」の利益が8276億円で過去最大を更新、受注も 1兆8768

億円と長射程ミサイルやイージスシステム搭載艦などで受注を伸ばしている。2025 年度の見通しについてこの

分野での受注額を1兆4000億円と見通している。同社は「正直言うと、当初思っていた以上の規模で受注でき

た」と述べている。 

私たち、名古屋三菱・朝鮮女性勤労挺身隊訴訟を支援する会は、毎月第 2 金曜日を定例の丸の内行動として、

また、三菱重工業株主総会（本年は6月27日）に向けて街宣行動を行っている。総会は、東京丸の内の二重橋ビ

ルにある重工本社内の東京会館で行われ、株主の多くは地下から会場に直接行ける。そのため、外から会場に入

る株主は非常に少なく、会館入り口は私たちと右翼が対峙する場所になり、警官や警備員が配置されている。 

株主総会の日、9 時ごろから街宣行動が始まった。「お金を払っているのではないか。まだ足りないというの

か。そんな奴らは日本海に叩き込め」と大声で叫ぶ右翼。（日韓請求権協定の）5 億ドルは経済協力であって、韓

国のインフラ整備に日本の製品と技術力が使われ日本企業が潤ったのであり、被害者にお金が渡ったわけでは

ない。こんなのが1時間続く。10時に本社前に移動した。ここでは、「武器取引ネットワーク」のみなさんが宣伝さ

れており、合流し発言の機会を得た。私は「挺身隊や徴用工問題は何も解決していない。韓国大法院判決に基づ

いて解決すべきであり、先制攻撃のできる長射程ミサイルの製造から撤退し、死の商人への道ではなく平和産業

に徹するべきだ」と訴えた。総会では、三菱から「挺身隊問題は解決済みと」と回答があったとの報告を受けた。

加害者としての責任をまったく感じられない許されない態度だ。 


